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１． はじめに 

 

近年，都心回帰や都心居住へのニーズが高まりつつあ

る中，高層マンション等の建設が顕著に見られ，潤いや

統一感の乏しい住環境が生み出されている．こうした動

きは，コミュニティ意識の低下や住民の地域への愛着を

薄れさせるとともに，都心の貴重な緑を減少させ，まち

なかの持続可能な再生を考える上では，方向転換を迫ら

れている． 

本稿では，このような都心部において，豊かな住環境

を提供するための公共跡地の活用が可能であると考え

た．住環境の向上により，質が高まった場には人々が集

い居住する．結果として，都心居住を促すこととなり，

そこには人と人の交流および地域への愛着が生まれ，魅

力的な場所へと変化する．都市が活性化する可能性を秘

めているのである． 

本研究では，住環境を豊かにする要素として緑に着目

し，高松市中心部における緑と地価との関係を分析した．

近年，緑のもたらす効果として，都市気候の緩和に代表

されるような機能評価への試みは多いものの，快適性や

安らぎ・憩いといった，我々の感情にもたらす効果，す

なわち緑の価値についての評価方法は未だ困難とされ，

不動産価格に反映されにくいのが現状である． 

今後，少子化の進行に伴う小中学校の統廃合および行

政機関の統廃合に伴い，多くの都市では大規模な公共跡

地の増加が見込まれる．こうした跡地の活用を考える上

では，商業空間とミックストユースさせた緑豊かな住環

境を提供し，価値を高めるための方策が必要とされる．

本稿においては，高松市中心部における緑の賦存状況と

地価との関係を分析することによって，緑の価値評価を

試み，住環境の観点から都心部の土地・空間活用の方向

性を検討することを目的としている． 
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２．緑と住環境に関する既往研究 

 

深澤１）らは，居住者の住宅地内の緑に対する意識と住

環境への評価との関連について，アンケート調査を行い，

居住者は屋内と合わせて屋外環境についても高い関心

を持っているとし，居住性を向上させている屋外住環境

要素の中心は，緑であると述べている． 

調査対象地は，近年の住宅地開発のなかでも植栽が多

く施されている戸建て分譲地であり，調査対象地に住ま

う入居直後の住居者に対してアンケートを行っている．

入居者の約8割が，自宅の最も好きな場所にリビングを
挙げ，“緑がみえる（緑視）”ことを理由としており，著

者は住環境を評価するにあたり，屋外環境，特に緑は重

要な要素となることを指摘している． 

また，住環境から見た都市緑地の経済価値について，

浅見２）は，緑化の大切さが言われる一方で，都市におけ

る緑が減少しているとし，全国的に人口減少や世帯数の

減少が起きる中，環境持続可能性を重視して緑地の意義

を捉えなおす必要があると述べている．長期的な土地利

用のあり方を再構築すべきであり，空いた土地を積極的

に再生するためにも，都市緑地の価値を見出す必要性が

あると提言している．また，都市における生活の質を高

めていくことが必要であり，そのためには，まず我々の

生活を取り巻く住環境の質を良くすることが必要であ

るとも述べている． 

浅見は，緑地に対する人の価値観は異なることから，

緑地の経済価値の位置づけを考えなければいけないと

した上で，ヘドニック分析を用いて住宅価格の研究を行

っている．住宅の価格には，住宅自体の質の価格以外に，

立地の価格や周辺環境の価格が含まれているとし，住宅

の価格を様々な要因に分解するというものである．住環

境要因のヘドニック価格において，緑を意味するものに

公共緑地への近接性と，近隣植樹量の２つを挙げており，

前者は公園を指し，後者は敷地内の緑と捉える． 

分析結果において，近隣植樹量は住宅価格を上昇させ

るが，公共緑地の近接性は住宅価格に必ずしも正の効果

をもたらすとは限らないということを結論付けている．  
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図-1 高松都心部におけるNDVIの分布図 
 

表-1 地価公示地点でのNDVIと緑被率 

NDVI 緑被率(％) 
住宅地地価 

ポイント 
ポイント値 

(1ピクセル)

エリア値 

(9ピクセル) 

ポイント値 

(1ピクセル) 

エリア値

(9ピクセル)

1 0.125 0.0133 18.4 5.4 

2 0.021 0.00838 6.3 4.8 

3 0.089 0.0253 14.2 6.8 

4 0.185 0.0168 25.7 5.8 

5 0.586 0.0101 80.5 5.0 

6 0.099 0.0681 15.3 11.7 

7 0.203 0.0789 28.0 13.0 

8 0.120 0.0220 17.8 6.4  
 

 

３．高松市中心部における緑と地価との関係分析 

 
（１）高松市中心部における緑の分布把握 

本研究では，浅見の既往研究を受けて，近隣植樹量を

NDVI（正規化植生指数）から算出し，地価との関係を
分析することとする．NDVIとは，衛星画像データから
地表を覆っている植生の量を推定するものであり，植生

の量が多くかつ活性度が高いほど，植生指数は大きな値

をとる． 
 まず，図-1はNDVI分布図に基づき現状の緑の賦存量
を把握したものである．高松市中心部においては，栗林

公園や玉藻公園といった大規模な公園は見られるもの

の，住区基幹公園レベルの公園・緑地やまとまりのある

街路樹などが不足し，平均的には緑の乏しい空間となっ

ていることが読み取れる．なお，ここで用いた衛星デー

タは 2007年 8月 18日時点のものであり，空間解像度 1
0mのALOS／AVNIR-2である． 
なお，緑の量を把握するための指標としてはNDVIと
共に緑被率が用いられる．これは，対象となる地域の面  
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図-2 緑被率と地価との関係 
 
 
積に対して，緑被地が占める割合であり，表-１にはNDVI
と併せて緑被率換算値を示している．その計算方法につ

いては補注[1]を参照されたい． 
 
（２）緑と地価の分析方法 

ここでは，地価Pと緑被率GEとの間に，以下のよう
な関係式を想定する． 
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まず，(1)式は開発地の供給量Sは地価Pと開発コスト
c に依存することを表し，(2)式は地価がアクセシビリテ
ィAC，人工環境（built environment）の魅力度BEおよび
快適性をもたらす緑の割合（緑被率）GE に依存して決
定されることを表している．また，(3)式は人工環境の魅
力度は非開発地の割合（１－GE）および各種の基盤整備
水準Zによって説明されることを意味する． 
これらの関係式によって，緑被率と地価との関係は，

図-2に示す凸曲線として表される．この曲線は，地価を
最大にする緑被率の最適レベルGE*が存在し，現状＜
GE*の領域では，この最適レベルに向けて緑を増やすこ
とによって地価が上昇することを表している[2]．なお，

この最適レベルは，(1)から(3)式に基づき，次式のように
与えられる． 
以上の定式化に従えば，地価関数は図-2に示す凸曲線
として求められるが，パラメータの同定が容易ではない

ことから，ここでは図中の近似接線として地価関数を用

いるものとする． 



表-2 パラメータの推定結果 

説明変数 推定値 t値
定数 7.537 14.655

人口密度 0.236 4.083
駅距離 -0.076 -1.878
病院距離 -0.109 -2.145
学校距離 -0.160 -2.957
道路幅員 0.241 1.545
NDVI比 0.003 2.237
重相関　R 0.882
重決定 R^2 0.778
補正　 R^2 0.754
観測数 62  
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（３）近隣植樹量の指標化 
地価モデルに用いる緑被率GEはあくまでも近隣の植
樹量を代表するものであることから，本稿では10mピク
セルのNDVI値を用いて，1）NDVIのポイントデータ，
2）NDVIのエリア平均データ（単純平均），3）NDVIの
エリア平均データ（加重平均），4）エリアとポイントと
のNDVI比の4つの指標を作成し，それぞれの影響を捉
えた．前述の表-1におけるポイント値は1)に対応し，エ
リア値は2)に対応している．なお，エリアデータ，ポイ
ントデータの関係については，図-3に示す． 
 
（４）分析結果 
 目的変数に地価を，説明変数に人口密度，駅距離，病

院距離，学校距離，道路距離，緑を表す指標（NDVI値）
を用いて重回帰分析を行った結果，緑を表す指標４パタ

ーン全てにおいて，ｔ値が2を超え有意であることが示 
された（表-2参照）．そのうち，NDVI比を用いた場合に
最も高い説明力を持つことが分かった．なお，駅距離，

病院距離，学校距離，道路距離は，その場所へのアクセ

ス性表す指標であり，NDVI比は住環境を表す指標とす
る． 
図-3は，NDVI比を住環境指標として用いた場合の，
住宅地地価ポイント（赤丸）それぞれの推計地価である．

現状の緑と，それを消失させた場合の２つのパターンに

ついて地価推計を行い，現状の緑による推計地価を緑の

棒グラフに，現状の緑が存在しない場合の推計地価を灰

色の棒グラフに表した．いずれの地点においても，緑が

地価の上昇に寄与していることが把握され，その寄与度

は，10～20%に及ぶことが読み取れる． 
なお，既存の不動産鑑定評価における試算結果では，

緑の効果はより限定的な値（10％程度）として示されて 

10m

ポイントデータ

エリアデータ

10m

ポイントデータ

エリアデータ

 

図-3 NDVIのポイントデータとエリアデータの関係 
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図-4 緑被による地価の差異 
 
 
いる．これに比べて，本稿で示した値は緑のwith-without
比較によるものであることに留意されたい． 
 
４．おわりに 
 
本研究では，住環境向上に向けて緑の客観的な価値評

価を行い，今後の地価算定の手法に住環境を反映させる

ことが可能性かを検証した．その結果，緑は住環境指標

として捉えた場合に，地価を上昇させる要素を持ち得る

ことが明らかとなった．住環境の向上に向けて，緑豊か

な都市へと変化させることで地価の上昇が見込まれる．

さらに，魅力的な場となった地域には人々が集まり，都

市が活性化するという相乗効果が想定できる．しかし，

これには長いスパンが必要であり，まずは住環境におけ

る緑の価値評価が一般的に行われる必要がある．緑の機

能面だけではなく，安心・安らぎといった我々が感覚と

して持つ，緑の必要性について改めて考え直し，緑の意

義を捉えなおすことが求められる． 
 なお，本研究が対象とした高松都心部においては，再

開発事業が進む丸亀町商店街で，美・健康・LOHAS を
コンセプトとして緑豊かな住宅を提供している．複数の

世帯が中庭を有して住民同士の連帯感を持つことによ

り，地域の活性化に貢献できると期待できる． 
また，住環境向上に向けて，都市においては，緑化の
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重要性が唱えられる一方で，緑の評価は専ら機能的な面

からであり，ヒートアイランド現象を解決するための壁

面緑化や，芝生などの活用がされてきた．管理に必要な

コストや時間の負担は大きく，収益に結びつかない理由

から，緑の維持管理においては課題が多いとされている．

結果として，公共跡地などの大規模な再開発においては，

緑の整備が後回しにされる傾向にあった．しかし，緑と

地価の分析によって緑の地価上昇への寄与が明らかに

されれば，今後は機能評価だけでなく価値評価が重要視

され始めると考えられる．客観的な価値評価が可能にな

れば，緑が経済的には無益であるという概念は覆され，

不動産価格や地価を決定する重要な要素に位置づけら

れよう．収益性を高めるための高層マンションよりも，

中庭を取り入れた緑豊かな中低層住宅の方が，価値があ

ると捉えられる可能性も高い．図-5は，高松市中心部に
おけるそうした開発の事例を示している． 
なお，本稿においては，緑被率と地価との関係式を近

似式として推定したが，発表時においては理論式の同定

結果についても示す予定である． 
末筆ながら，本研究の実施にあたり貴重な助言をいた

だいた名渕総合鑑定所の名渕薫氏には感謝の意を表す

る． 
 
 
補注 
[1]NDVIから緑被率への換算式 
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なお，NDVI値を緑被率に変換する際には，画像から
ピクセルを抽出し，直接的に面積比を表現する手法3）で

換算を行った． 
式（5）は，NDVI の定義式である．画像からピクセ
ルを抽出し，式（6）で面積比を表現する．なお，αは
緑被率，添え字の v，s はそれぞれ緑被面，非緑被面の
ピクセルにおける反射率を表す．式（5），式(6)より式（7）
を得る．ただし，a，b，c，d は定数であり，各ピクセ
ルのデータから算出できる．本研究では，緑被部分は

NDVIが0.6後半以上のピクセル，非緑被部分は建物や 

 

図-5 中庭を囲むコミュニティ型開発の例 
 
 

アスファルトの場所を選び，NDVIが 0.2以下のピクセ
ルを画像より抽出した．また，緑被面と非緑被面の反射

率は，それぞれ3ピクセルずつを選出し，平均した値を
用いている． 

 
[2] 図-2 は，デベロッパーが開発行為により人工環境を整
備する際に，この整備が緑被率の大幅な低下をもたらす場

合には，快適性というもう一つの魅力度を低下させ，地価を

低下させる可能性を示唆している． 
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